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気候変動適応における広域アクションプラン策定事業

◆全国業務の実施項目

全国

（１）気候変動適応における広域アクションプラン策定事業の総括

項目 担当

各地域業務の進捗確認及び情報共有 みずほリサーチ&テクノロジーズ

全国アドバイザリー会合、連絡会議の開催 みずほリサーチ&テクノロジーズ

気候変動適応全国大会の開催 パシフィックコンサルタンツ

（２）地域における気候変動適応の推進

項目 担当

地域気候変動適応計画策定マニュアルの改訂 パシフィックコンサルタンツ

気候変動影響予測手法の類型化、及び適応オプションのとりまとめ みずほリサーチ&テクノロジーズ

本日の報告事項
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地域気候変動適応計画策定マニュアルの改訂

◆目的

全国

• 「地域の気候変動適応推進のためのタスクフォース」を設置し、地域気候変動適応計画の策定及び
適応策の実施のための方法論について議論する。その成果を活用して現行の「地域気候変動適応
計画策定マニュアル」を改訂する。

◆実施内容

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

実施内容

• タスクフォース設置

• 情報収集・整理

➢ 地方公共団体の適応計画
策定・実施に係る課題

➢ 国内外の手法・取組事例

• 情報収集・整理

➢ 令和2年度の議論とりまとめ
（現状の課題）

➢ 現行マニュアルに追加する
情報、考え方、手法等

• 地域気候変動適応計画策定
マニュアル改訂（素案）作成

• 地域気候変動適応計画策定
マニュアル改訂（ドラフト版）
作成

➢ マニュアル改訂（ドラフト
版）意見照会

• マニュアル改訂（案）作成

➢ マニュアル改訂（案）フィー
ドバック

• マニュアル改訂

• タスクフォース会合（2回）

➢ 地方公共団体における気
候変動適応の課題、目指
すべき方向性

➢ 適応策検討のための方法
論（気候変動の影響評価、
適応策立案、適応策フォ
ローアップ・進捗管理）

• タスクフォース会合（2回）

➢ マニュアル改訂のポイント・
方向性、個別分野の情報

➢ マニュアル改訂（素案）

• タスクフォース会合（2回）

➢ マニュアル改訂（ドラフト
版）

➢ マニュアル改訂（案）
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全国

地域気候変動適応計画策定マニュアルの改訂

◆地域の気候変動適応推進のためのタスクフォース

氏名 所属・役職 氏名 所属・役職

池松 達人 京都府 府民環境部 地球温暖化対策課
課長補佐（令和2年度）

田村 誠 茨城大学 地球・地域環境共創機構 教授
（令和２～4年度）

井原 智彦 東京大学大学院 新領域創成科学研究所
環境システム学専攻 准教授
（令和２～４年度）

晴山 久美子 岩手県 環境生活部 環境生活企画室
主査（令和２～4年度）

岩井田 武志 大阪府 環境農林水産部 脱炭素・エネルギー
政策課 課長補佐（令和4年度）

肱岡 靖明
（座長）

国立環境研究所 気候変動適応センター
副センター長（令和２～4年度）

加藤 孝明 東京大学 生産技術研究所 教授
東京大学 社会科学研究所 特任教授（令和
２～4年度）

平井 季美 京都府 府民環境部 地球温暖化対策課
主査（令和3年度）

木原 彰駿 埼玉県 環境部 温暖化対策課
実行計画担当 主事（令和4年度）

増冨 祐司 国立環境研究所 気候変動適応センター
アジア太平洋気候変動適応研究室 室長
（令和２～4年度）

栗原 諒至 埼玉県 環境部 温暖化対策課
実行計画担当 主任（令和２～3年度）

山野 博哉 国立環境研究所 生物多様性領域
領域長（令和２～4年度）

相樂 尚志 那須塩原市 気候変動対策局
気候変動対策課 課長（令和２～4年度）
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全国

地域気候変動適応計画策定マニュアルの改訂

◆改訂のポイント

令和4年度の改訂では、マニュアルを活用する地方公共団体において下記のような取組が可能とな
ることを目指し、必要な情報源や事例、手法、考え方等の記述を強化する。

①科学的知見に基づいた適応策の検討が可能となる

②社会経済状況に関するデータなど様々な情報を活用して、より高度な気候変動影響評価を実
施することができる

③科学的知見が不足している場合でも、優先度の高い気候変動影響を特定することができる

④地域の状況に応じて適応策の優先度を判断することができる

⑤取組の成熟度に合わせて地域適応計画を策定・充実することができる

⑥多様な分野の適応策について、関係部局と連携して検討できる。

⑦市区町村において、人材不足等の課題がある中でも地域の状況に応じた地域適応計画を策
定できる

⑧庁外の組織や団体と連携して適応を推進できる

◆目的

気候変動適応法に基づく地域適応計画を策定する際の手順や必要な情報等の提供

◆対象

都道府県・市町村において、地域適応計画のとりまとめを担う部局の担当者
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全国

地域気候変動適応計画策定マニュアルの改訂

◆ マニュアル・ツール
等の構成
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全国

地域気候変動適応計画策定マニュアルの改訂

目次
はじめに
1．気候変動適応の推進と地域気候変動適応計画
地方公共団体の気候変動適応とは
地域気候変動適応計画とは
適応推進体制について
ステークホルダーとのコミュニケーション
地域気候変動適応センターの役割

2．本マニュアルおよびツールの使い方
地域気候変動適応計画の構成
地域気候変動適応計画策定/変更の流れ
ステージの考え方
情報整理シート

3．地域気候変動適応計画の策定/変更
【STEP1】地域気候変動適応計画策定/変更に向けた準備
【STEP2】これまでの気候変動影響の整理
【STEP3】将来の気候変動影響の整理
【STEP4】影響評価の実施
【STEP5】既存施策の気候変動影響への対応力の整理
【STEP6】適応策の検討
【STEP7】適応策の取りまとめと地域気候変動適応計画の策定
【STEP8】地域気候変動適応計画の進捗状況の確認

4．国立環境研究所気候変動適応センターによる支援
(1)地方公共団体への技術支援について
(2)気候変動適応情報プラットフォーム A-PLATの活用方法

付録

◆ 手順編の目次、主な改訂内容
主な改訂内容

策定手順
• 市町村向け手順
• 住民参加型の情報収集
• 進捗状況の確認（ステージ分け）

事例の充実
• 実施方法の記載
• 市町村の事例を追加 など

参考資料の充実
• STEPに参考資料一覧を表示 など

考え方の充実
• 気候変動影響の優先度を検討する際
の着眼点

• 適応策の候補の優先度を検討する際
の着眼点

• 不確実性を含む将来影響に対して適
応策を検討する際の考え方 など

検討手法の紹介（詳細は資料集）

その他
• 気候変動適応センターによる技術支援、

A-PLAT活用方法の充実

赤字：追加/変更した章や節
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全国

地域気候変動適応計画策定マニュアルの改訂

 

 

 

 地域の状況に応じて複数の方法を紹介しています。詳細は p.19をご覧ください。 

図 1 地域気候変動適応計画策定/変更の流れ 

主幹部局が中心となって実施する STEP 

各 STEPの実施内容 
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計画作成のコツ① 

・ 既に策定された環境基本計画や地方公共団体実行計画（区域施策編）など気候変動に

関連の深い計画の改定時に地域適応計画を組み込む場合、既に計画の検討・実施、進捗

確認等の体制が整っているため、単独で策定する場合と比較して効率的に進めること

が可能となります。特に STEP１で収集・検討を行う事項については、既存の計画の枠

組みや情報を活用することができます。 

・ 一方、環境基本計画や地方公共団体実行計画（区域施策編）では、これまでの気候・気象

のデータは記載されるものの、将来の気候情報は記載されないことがあります。他の計

画と統合する際には、将来の気候情報も整理しましょう。 

 

1．地域気候変動適応計画の概要Q＆A 

新任の地域適応計画の担当者向けに、短時間で地域適応計画の概要をつかむことができる

Q＆Aを用意しました。 

 

Q．地域適応計画とはどのような計画ですか？ 

A.気候変動による影響やその規模は、地域の気候条件や地理的条件、社会経済条件等の地域

特性によって大きく異なります。また、早急に対応を要する分野や重点的に対応を行う必要の

ある分野も、地域によって異なります。地域それぞれの特徴を活かし、強靱で持続可能な地域

社会につなげていくために、都道府県及び市町村が主体となって、地域の実情に応じた施策

を、地域適応計画に基づいて展開することが求められています。 

 

Q．地域適応計画は誰が策定するのですか？ 

A．気候変動適応法第１２条では、区域の状況に応じた気候変動適応に関する施策を推進する

ために、都道府県及び市町村が策定するよう努めるものとされています。策定にあたっては、

複数の都道府県及び市町村が共同して策定することもできます。 

 

Q．地域適応計画はどの部局が策定するものですか？ 

A．都道府県及び市町村それぞれの状況によりますが、多くは環境保全や地球温暖化対策を所

管する部局が中心となって、防災や農業、熱中症対策などを所管する庁内の関係部局と連携

して策定されています。 

◆導入編の特徴

• 地域計画を初めて策定する市町村向けに、手順編のうち基本的な策定方法を抜粋し、解説を加え
たもの。

• 国や都道府県の計画を最大限活用しながら策定する手法を紹介。

• 冒頭にQ＆A、各STEPに作成のコツを紹介。

 

 

 

 

 

地域気候変動適応計画策定マニュアル 

－導入編－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5年 3月 

環境省

ステージ分けされていないSTEP＋ステージ1
疑問に思う質問のみ確認できるQ＆A

ヒアリング等で情報収集したコツ
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全国

地域気候変動適応計画策定マニュアルの改訂

◆資料集の目次、概要

1. 気候変動影響や気候変動適応に関わる参考資料 拡充

気象や気候変動影響、適応策等の計画立案の参考となる資料を紹介

2. 影響評価、適応策検討の手法 追加

影響評価、及び適応策検討に使える手法を説明

3. 適応オプション一覧 追加

適応オプション一覧の位置づけや使い方を解説

4. 国の気候変動適応計画におけるKPI 追加

国の気候変動適応計画におけるKPIについて、その概要を解説

5. IPCC第６次評価報告書（第2作業部会）、最近の緩和・ カーボンニュートラルの動向 追加

国際的な適応の最新知見の概要、国内の緩和の動向を説明

◆特徴

• 現行マニュアルから、各分野の適応計画策定・適応策検討のための手引等を大幅に拡充。

• 地域適応計画の各段階で活用できる手法や参考となる情報を追加。
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全国

地域気候変動適応計画策定マニュアルの改訂

◆庁内コミュニケーションシートの目的

• 地域計画策定/改定を行う担当者が、各分野の
代表的な気候変動影響と適応策を理解する。

• 庁内関連部局に対して地域計画策定/改定の
協力依頼等をする際の話題提供に使用する。

• 各分野の気候変動影響や適応策について、
庁内関係部局と共通の認識を醸成する。

◆特徴

• 「気候変動影響評価報告書」の代表的な小項目に
ついて、これまで/将来の影響、適応策の例に加え、
「地域の状況を知るためのチェック項目」を記載。

→担当する部局にこれまでの影響や取組についてヒ
アリングする際に参考にできるようにしました。

• 各項目について、（当てはまる分野がある場合は）「関連分野」を表示。

→複雑に影響しあう気候変動影響について、どの分野に関係するのか、どの部局を巻き込めばよいの
か理解しやすくしました。

• 「気候変動影響評価報告書」に影響の記載が少ない分野について、気候変動により起こる気象現
象に伴って現れると考えられる影響を追加して記載しました。
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全国

地域気候変動適応計画策定マニュアルの改訂
関連する庁内部局を例示

全国的な気候変動影響の情報
地域特有の影響や
対策を知るための

着眼点
適応策の例と参考資料

影響の
（気象）要因

関連する分野
を表示
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◆実施スケジュール

全国

地域気候変動適応計画策定マニュアルの改訂

項目
令和4年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

（全体スケジュール）

マニュアル：手順編

マニュアル：導入編、資料集、ツー
ル（ひな形編、情報整理シート）

庁内コミュニケーションシート

改訂版（ドラフト版）作成 書面での確認 自治体等確認・
意見募集（事例
含む）

自治体意見
照会フィード
バック

自治体確認
結果・意見の
反映

改訂版（ドラフ
ト版）作成

●
ド
ラ
フ
ト
版
完
成

●
公
表

第
1

回T
F

会
合

第
2

回T
F

会
合

自治体等確認・
意見募集（事例
含む）

自治体意見
照会フィード
バック

自治体確認
結果・意見の
反映

（順次）有識者ヒアリングによる妥当性確認

コミュニケーションシート（事務局案）の作成 自治体等
確認・意見
募集（事例
含む）

自治体意見
照会フィード
バック

自治体確認
結果・意見の
反映

●
案
完
成
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気候変動影響予測手法の類型化、及び適応オプションのとりまとめ

◆目的

全国

• 環境省「地域適応コンソーシアム事業」（平成29～令和元年度）の成果をもとに、気候変動影響
評価の簡易ツールおよび適応オプション一覧を作成した。「適応オプション一覧」については、地方公
共団体が地域気候変動適応計画の策定や適応策の検討を行う際に活用すること目的に作成した。
「気候変動影響評価の簡易ツール」については、まずは地域気候変動適応センターに活用いただくこ
とを想定している。

◆実施内容

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

実施内容

• 地域適応コンソーシアム事業の
予測手法の振り返り及び評価

• 簡易的に影響予測及び評価を
実施するための手法の類型化

• 適応オプションにおける妥当性
や限界に関する情報収集

• 簡易的な気候変動影響予測
及び評価のためのツールの構
築・試行

• 適応オプションに関する妥当
性・限界等にかかる分析

• 簡易的な気候変動影響予測・
評価ツールの検証及び改善

• 適応オプションの妥当性・限界
等を踏まえた情報のとりまとめ・
公開

1.  「適応オプション一覧（妥当性・限界等の情報含む）」を整理
2.  「気候変動影響評価の簡易ツール」を構築

A-PLAT公開
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適応オプション一覧

1. 適応オプションの妥当性・限界等を踏まえた情報のとりまとめ・公開

全国

• 気候変動影響評価報告書で「重大性・緊急性・確信度が高い」分野を対象に、15分野（項目）の
適応オプションを整理した。

• 各適応オプションの対応する気候変動影響、トレードオフやコベネフィット、効果の限界条件等の情報
を収集し、整理した。

＜A-PLATにおける適応オプション一覧の公表イメージ＞
※検索が容易にできるよう「EXCELファイル」を提供
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適応オプション一覧
全国

＜適応オプションの整理項目＞

整理項目 内容

分野 気候変動影響評価報告書の「分野」

項目 気候変動影響評価報告書の7分野から「大項目」及び「小項目」

分類 取組の特徴に応じて分類し、その名称を記載

適応オプション 適応オプションの名称

実施主体 適応策を実施する代表的な主体（個人、事業者、行政）

概要 適応オプションの取組内容

有効性 適応オプションが回避・軽減することができる気候変動影響

トレードオフ
同じ分野内もしくは他の分野における対策に悪影響を与えないか、トレードオフの有無やその具
体的な内容（デメリット等）

コベネフィット
同じ分野内もしくは他の分野における対策に対して相乗効果をもたらすか、コベネフィットの有
無やその具体的な内容（メリット等）

効果の限界条件 適応オプションが効果を発揮するための前提条件（課題及び障壁等）や、有効性の限界

地域適応計画に記載
のある地域例

地域気候変動適応計画に、取組として記載のあった都道府県や市区町村

所要時間（目安）
適応策の実装及び効果を発現するまでに要する時間の目安
（短期：1年以内、中期：数年、長期：10年以上）
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適応オプション一覧
全国

＜対象分野（項目）およびヒアリング対象者＞

分野（項目） 対象者 所属・役職

水稲 石郷岡 康史
農研機構 北海道農業研究センター 寒地畑作研究領域 スマート畑作グループ
主席研究員

果樹 杉浦 俊彦 農研機構 果樹茶業研究部門 果樹生産研究領域

病害虫・雑草等 松村 正哉
農業・食品産業技術総合研究機構 植物防疫研究部門 基盤防除技術研究領
域 研究領域長

農業生産基盤 吉田 武郎
農業・食品産業技術総合研究機構 農村工学研究部門 水利工学研究領域
流域管理グループ 上級研究員

水供給（地表水） 黒田 啓介 富山県立大学工学部 環境・社会基盤工学科 准教授

自然林・二次林 松井 哲哉
森林研究・整備機構 森林総合研究所 生物多様性・気候変動研究拠点
気候変動研究室 室長

沿岸生態系（亜熱帯）、生態系サービス
（サンゴ礁によるEco-DRR機能等）

熊谷 直樹 国立環境研究所 気候変動適応センター 気候変動影響観測研究室 研究員

分布・個体群の変動（在来）
石濱 史子 国立環境研究所 生物多様性領域 生物多様性評価・予測研究室 主任研究員

小出 大 国立環境研究所 気候変動適応センター 気候変動影響観測研究室 研究員

河川（洪水） 風間 聡 東北大学大学院 工学研究科 土木工学専攻 水環境システム学研究室 教授

河川（内水） 真砂 佳史 国立環境研究所気候変動適応センター 気候変動適応戦略研究室 室長

高波・高潮 森 信人 京都大学防災研究所 気象・水象災害研究部門 教授

土石流・地すべり等 川越 清樹 福島大学 共生システム理工学類 教授

暑熱（死亡リスク・熱中症） 小野 雅司 国立環境研究所 環境リスク・健康領域 客員研究員

都市インフラ・ライフライン等（水道） 秋葉 道宏 国立保健医療科学院 生活環境研究部 特任研究官

都市インフラ・ライフライン等（交通等） 加藤 博和
名古屋大学大学院 環境学研究科附属持続的共発展教育センター
臨床環境学コンサルティングファーム部門 教授

その他（暑熱による生活への影響） 井原 智彦
東京大学 大学院新領域創成科学研究科 環境システム学専攻
環境社会システム学分野 准教授
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適応オプション一覧
全国

＜適応オプション一覧（本資料）の使い方および留意点＞

• 本資料の使い方

本資料は、地域気候変動適応計画を策定する際や適応策を検討する際に参考にしていただけるよう、
各分野の気候変動影響に対する適応策になり得る施策を「適応オプション」として整理したもので、
必ずしも各施策の導入を求めるものではありません。気候変動影響は各地域の地形や社会・経済
状況、これまでに導入されてきた施策等によって異なるため、同じ適応オプションを導入した場合でもその
効果が異なることが考えられます。導入を検討する際は、各地域の気候変動影響や社会・経済状況、
予算、他分野の施策等を加味しながら行うことが大切です。特に、各分野の計画において関連する
施策が定められている場合、その計画に沿った対応が求められます。担当する部局とよく調整の上、整
合性を確保した上で地域適応計画を策定することが重要です。（例えば、防災においては、防災基本
計画に定められる方針に基づき、既に地方自治体ごとに定められている地域防災計画等に沿った対応
が必要となります。）

• 情報の収集方法及び活用における留意点

本資料は、これまで環境省等で実施された研究調査プロジェクトの成果や、国立環境研究所の気候
変動適応センターで整理された情報等をベースに、妥当性や有効性等については、各分野の専門家に
ご確認いただき作成しました。各オプションの内容については、調査時点の情報（「参考文献一覧」）
を参考に、適応策となり得る取組を整理した結果であり、今後内容が変わる可能性があります。

また、「導入地域例」については、調査を行った時点で地域気候変動適応計画に当該の適応策に関す
る記載のあった都道府県・市区町村名を記載していることから、地域気候変動適応計画の改定等に
よって、最新の計画では記載のない可能性がありますのでご留意ください。
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気候変動影響評価の簡易ツール

2. 簡易的な気候変動影響予測及び評価のためのツールの検証・改善

全国

• 地域適応コンソーシアム事業の成果（影響評価の手法を参照）から、10項目を対象に全国で簡
易推計した。推計結果を「地図」および「グラフ（都道府県別）」表示するツールを構築した。

• 既存の推計結果に加えて、Web画面上で各種計算条件を入力し、推計結果をその場で表示す
る「カスタム機能」を追加した。その他、補助的な機能（ヘルプ機能、様々な表示等）も実装した。

＜「気候変動影響評価の簡易ツール」のメイン画面＞
①地図表示 ②グラフ表示

https://a-plat.nies.go.jp/webgis/moe-action-plan/index.html

https://a-plat.nies.go.jp/webgis/moe-action-plan/index.html
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影響指標（項目名） 入力気候データ 推計方法

藻場分布 平均海面水温（月）
8月・2月の月平均海面水温から、熱帯性ホンダワラ類、温帯
性ホンダワラ類、温帯性コンブ類の生息分布を予測

サンゴ分布 平均海面水温（月）
8月・2月の月平均海面水温から、石サンゴ類の生息分布を
予測

食害生物分布 平均海面水温（月）
8月・2月の月平均海面水温から、アイゴ・オニヒトデの生息分
布を予測

リンゴの日焼けリスク日数 最高気温（日）
年間の日焼けリスク（日最高気温が33℃以上）の日数を
算出

二ホンナシの栽培不適地 平均気温（日）
3月末までに自発休眠打破に至らない年（栽培不適年）の
発生割合を算出

食害魚の分布 平均海面水温（月） 2月の月平均海面水温から、食害魚の分布を分類

アイゴによる春季のノリ・ワカ
メ食害発生割合

平均海面水温（日）
3～5月の日平均海面水温の最低値が、いずれの月も
11.1℃以上の年の割合を算出

日本海側における暖海性
魚類等の生息状況

平均海面水温（月） 2月の月平均海面水温から魚種数を算出

ヒトスジシマカ生息期間 平均気温（日） 有効積算温度法則による発育速度計算により発生開始日を
算出、生息が終息する10月末までの期間を生息期間として
予測アカイエカ生息期間 平均気温（日）

気候変動影響評価の簡易ツール
全国

＜影響指標および推計方法＞
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気候変動影響評価の簡易ツール
全国

＜影響指標およびヒアリング対象者＞

影響指標
（項目名）

対象者 所属・役職

藻場分布

熊谷 直喜
国立環境研究所 気候変動適応センター
気候変動影響観測研究室 研究員

サンゴ分布

食害生物分布

リンゴの日焼けリスク日数 岩波 宏
農業・食品産業技術総合研究機構 果樹茶業研究部門
果樹生産研究領域 果樹スマート生産グループ 研究員

二ホンナシの栽培不適地 竹村 圭弘 鳥取大学 農学部 生命環境農学科 園芸生産学研究室 准教授

食害魚の分布

野田 幹雄 水産研究・教育機構 水産大学校 生物生産学科 特命教授

アイゴによる春季のノリ・ワ
カメ食害発生割合

日本海側における暖海性
魚類等の生息状況

ヒトスジシマカ生息期間
駒形 修 国立感染症研究所 昆虫医科学部 主任研究官

アカイエカ生息期間
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気候変動影響評価の簡易ツール
全国

＜カスタム機能＞
独自の影響予測計算式（四則演算）を入力後、計算結果を地図表示

①気候変数の値そのものによる閾値判定：カラーバー色分け

（例：年平均気温が15～18℃である農作物の栽培適地）

②影響予測式（四則演算）の当てはめ

（例：6月の平均気温と相関関係がある農作物の発病率）

回帰式の参考例：「宮城県のイネ紋枯病の発病株率と6月の日平均気温の関係」
出典：https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/res_center/pamphler2-2.html

閾値の参考例：「ウンシュウミカンの栽培適地」
出典：
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjshs1925/73/1/73_1_72/_article
/-char/ja/
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気候変動影響評価の簡易ツール
全国

＜その他：補助的な機能＞

①ヘルプアイコン（上：地図、下：カスタム機能） ②画面分割表示（2分割） ③都道府県の抽出表示

④ウィンドウサイズに合わせて自動調整
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気候変動影響評価の簡易ツール
全国

＜サイト情報＞
本ツールに関する説明や用語説明のリンク先等を掲載

・利用時の注意点
・お問い合わせ先
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気候変動影響予測手法の類型化、及び適応オプションのとりまとめ

◆実施スケジュール

全国

• 今年度は、以下のスケジュールで本調査を実施した。


